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　慢性腎臓病（Chronic Kidney Disease, CKD）は末期腎不全の原因となるだけでなく

心血管疾患の重要なリスクファクターであり、いまや“新たな国民病”とも位置付けられ

ています。これまで日本医師会や日本腎臓学会、日本腎臓病協会をはじめとする関係諸団

体による啓発活動によって、CKD はわが国のさまざまな医療現場において広く知られる

ようになってきています。

　CKD 患者数は急速な社会の高齢化とともに増加傾向にあり、また新規透析導入患者も

約 4 万人／年に上っており CKD 対策が国家的な緊急課題となっています。昨年、厚生労

働省より「腎疾患対策検討会報告書」が発信され、その中で今後の CKD 対策の指針が

示されています。この報告書の作成にあたっては、7 年前に日本臨床内科医会が実施した

アンケート結果も参考データとして取り上げられています。

　このたび、この指針に基づいた CKD 対策の第一歩として腎臓専門医ならびに第一線の

かかりつけ内科医のみなさまを対象に、CKD 診療と医療連携に関する全国アンケート調査を

実施するはこびとなりました。腎臓専門医に対しては日本腎臓学会が、またかかりつけ内科

医に対しては日本臨床内科医会がそれぞれ独自に調査を行います。これらの調査はわが国の

CKD 診療の実態にくわえて各地域での CKD の医療連携の現状を明らかにするもので、

今後のCKD診療と医療連携体制のさらなる充実のための重要な基礎データとなるものです。

全国の腎臓専門医ならびにかかりつけ内科医の先生方には今回の調査の主旨をご理解いた

だき、アンケート調査へのご回答をお願い申し上げます。

慢性腎臓病（CKD）診療と医療連携に関する
アンケート調査の概要

日本臨床内科医会学　腎・電解質班

【背　景】
　慢性腎臓病（Chronic Kidney Disease, CKD）は末期腎不全の原因となるだけでなく、
心血管疾患の重要なリスクファクターとして認識されるようになり、新たな国民病とも呼
ばれています。2012 年（平成 24 年）12 月から 2013 年（平成 25 年）3 月に、日本臨
床内科医会では全国のかかりつけ医を対象に「CKD 診療と地域連携に関するアンケート」
調査を実施しました。その結果、CKD 診療あるいは地域連携には地域差が存在すること、
かかりつけ医の専門性によって診療内容が異なること等、多くの有益な知見が得られ、平成
30年に厚生労働省から出された「腎疾患対策検討会報告書」の作成にあたって腎疾患対策
の指針づくりにおける基礎的なデータとして紹介されました。しかしながら、前回調査から
すでに約 7年が経過しており追跡調査の必要性が指摘されています。
【目　的】
　わが国のかかりつけ医による CKD 診療の現状、ならびに各地域における CKD の医療
連携の現状を明らかにする。
【アンケート調査方法】
　後掲のアンケート用紙にご記入いただき、同封の封筒を使って日本臨床内科医会事務局
に郵送（切手不要）してください。なお、日本臨床内科医会ホームページから回答用紙を
ダウンロードして FAXにて送信することも可能です（FAX:03-3259-6125）。
【アンケート実施期間】
　2019 年（令和元年）9月 1日～同年 11月 30日（締切日：当日消印有効）
【アンケート結果の集計、分析】
　日本臨床内科医会学術部 腎・電解質班が行う。
【調査結果の公表】
　第 63 回日本腎臓学会学術総会（令和 2 年 6 月、神奈川県）、第 34 回日本臨床内科医
学会（令和 2年 9月、福島県）、ならびに日本臨床内科医会会誌等で発表する。

一般社団法人　日本臨床内科医会
〒101-0062　東京都千代田区神田駿河台 2-5 東京都医師会館 4階
TEL: 03-3259-6111 FAX: 03-3259-6155　E-mail: jpa@nichirinnai.jp
ホームページ：http://www.japha.jp/

日本臨床内科医会の認定医・専門医は研修単位 2単位を取得できます
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返送用封筒にアンケート 4頁を含めた全 8頁のまま折ってお送りください。
（切手不要）（締切日：2019 年（令和元年）11月 30日　当日消印まで有効）

（別表）「CKD診療ガイドライン 2018」（日本腎臓学会編集）の 4頁の表 3
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